予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　起業・創業・新ビジネス支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　商工労働部　商業・金融課　経営支援係　電話番号：058-272-8374
E-mail：c11363@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　2,930千円（前年度予算額：2,930千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産

収入
	寄附金
	その他
	県債
	一　般

財　源

	前年度
	2,930
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,930

	要求額
	2,930
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,930

	決定額
	2,930
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,930


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
少子高齢化と人口減少の中、地域経済の活力を高めていくためには、若者や女性の積極的な参画と活躍推進が不可欠であり、若者や女性をはじめとした新たな地域経済の担い手を創出し、雇用の場の確保と産業の新陳代謝を図るためには、創業の促進が必要である。
（２）事業内容

県内で熱意を持って本格的に起業や新分野進出を目指している方を対象として、ビジネスプランの作成や経営戦略の立案など実践的な研修を行う「ぎふ起業家育成塾」を開設する（公財）岐阜県産業経済振興センターに対し、要する経費を補助する。
当育成塾では、起業・新分野進出に必要な知識を身につけるため、専門的・実践的な講座、講師やアドバイザーによる個別指導型のビジネスプランのブラッシュアップ等により、更なる起業意欲を喚起し、情熱と志を持った起業家、企業人を育成する。
　・開催期間：７～１０月の土曜日（合計１３日間、３２講座）
  ・定  　員：１０名程度
  ・受 講 料：１０，８００円
  ・内  　容：財務・労務・マーケティング・経営戦略等基礎的な科目

ビジネスプラン作成に関するゼミ・個別指導等
○ぎふ起業家育成塾開催事業費（2,880千円）

　講師謝金（2,010千円）、旅費（108千円）、広告宣伝費（376千円）ほか

○ベンチャー投資推進事業（50千円）
　　地域ベンチャーキャピタル支援事業に係る連絡調整費
　　　　旅費（35千円）、役務費（15千円）

（３）県負担・補助率の考え方
　新たな地域経済の担い手を創出し、雇用の場の確保と産業の新陳代謝を図ることについては県経済の振興につながるものであり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　商工団体等が開催する創業塾などに対し、当事業では合計13日間、32講座と長期に亘るうえ、定員を少数とすることによって個別指導型のビジネスプランのブラッシュアップを行うことが出来るなど、一人一人の受講者に対して、より密度の濃い内容となっている。
３　事業費の積算内訳（単位：千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	2,930
	

	合計
	2,930
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況
他県においても、中核となる産業支援機関の実施する事業に対し補助等を行い、起業や新分野進出の希望者に対し支援を行っている。
（２）後年度の財政負担

継続して県が負担する。

（３）事業主体及びその妥当性

（公財）岐阜県産業経済振興センターは、中小企業等が安心して経営相談が受けられる等、高いレベルの専門的知識や実務経験を有する公的な産業支援機関であり事業主体として妥当である。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	起業・創業・新ビジネス支援事業費補助金

	補助事業者（団体）
	公益財団法人岐阜県産業経済振興センター

	補助事業の概要
	（目的）起業・創業・新ビジネス支援
（内容）ぎふ起業家育成塾開催事業費に対する補助

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（10/10）

	補助効果
	必要な知識の習得からビジネスプランの作成までを支援し、起業家を育成する。

	終期の設定
	終期　平成２８年度

（理由）事業開始から３年を目途に設定。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

ビジネスプラン作成や経営戦略の立案など実践的な研修を行う「ぎふ起業家育成塾」を開催し、起業や新分野進出を目指している方を支援する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H**年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	①受講者数
	－
	10人
	10人

	②
	
	
	


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	2,796千円
	(予算額)

2,930千円
	(要求額)

2,930千円

	指標①目標
	
	
	10人
	10人
	10人

	指標①実績
	
	
	12人
	(推計値)

13人
	(推計値)

10人

	指標①達成率
	％
	％
	120％
	(推計値)
130％
	(推計値)
100％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	平成26年度は12人が参加、新規開業希望者のうち１人が開業に至っている。

【開催期間】6月28日から10月4日まで（延べ14日）

【講 座 数】33講座（１講座＝２時間、２～３講座／日）

【講座内容】財務・法律・マーケティング・経営戦略等基礎的な科目、ビジネスプラン作成に関するゼミ・個別指導等


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　受講者のニーズを取り入れるなど随時見直しを行うことによって、起業時に必要な知識の提供を図る必要がある。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	　雇用の場の確保と産業の新陳代謝を図るため、新たな地域経済の担い手となる起業家を育成する必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	　ゼミ形式による実践的な研修カリキュラムを特長としており、受講者数は募集人員（10人程度）を超えている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	　受講者のニーズを取り入れるなど、講座内容の見直しを行い、事業の効率化を図っている。


（事業の見直し検討）

	　事業の必要性、有効性、効率性が認められ、本事業は継続する。なお、今年度の受講生から意見を聴取して、随時見直しを行う。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）


